
地域未来投資促進法にかかる加古川市
基本計画が国の同意を得ました！

地域未来投資促進法にかかる加古川市基本計画について、平成30年12月21日付で国の同
意を得ました！
加古川市基本計画に基づき、「地域経済牽引事業計画」を策定し、兵庫県の承認を得るこ
とで、国の様々な支援を活用することができます。

活用できる主な国の支援制度

設備投資

金融支援

専門家活用

その他

・海外市場にも強い専門家(グローバル・コーディネーター(※))等が、成長分野  
   に進出するため事業化戦略や販路開拓のアドバイスします。
【地域中核企業創出・支援事業との連携】
※アクセンチュア株式会社 取締役相談役 程 近智氏
   株式会社ローランド・ベルガー エグゼクティブ アドバイザー 森 健氏 等

・特許料(中小企業者の場合)、地域団体商標の登録料等の減免ができます。
・固定資産税の減免について、生産性向上特別措置法にかかる減免措置も 
   ご検討ください。

・日本政策金融公庫による長期（設備資金20年以内、運転資金7年以内）かつ
固定金利での融資

先進的な事業に必要な設備投資に対して減税します。
税額控除や特別償却により、設備投資を行った初年度の法人税等の負担を軽減で
きます。（税の特例）

   支援を受けるためには、事業者の皆様が作成する「地域経済牽引事業計画」について、兵庫
県の承認を受ける必要があります。また、税の特例については、地域経済牽引事業計画の承認
とは別に、国の確認が必要となります。手続きの流れは裏面をご覧ください。

対象設備 特別償却 税額控除

機械・装置 40% 4%

器具・備品 40% 4%

建物・附属設備・構築物 20% 2%
※総投資額2,000万円以上となる事業が対象です。
※対象資産の取得価額の合計額のうち、本税制の支援対象となる
   金額は各事業者100億円を限度とします。
※前年度の減価償却費の10％を超える設備投資が対象です。
※先進的な事業についての確認は国が別途行うことになります。

平成30年度版



地域経済牽引事業
計画に関すること

兵庫県産業労働部産業振興局 
産業立地室
TEL：078-362-4154（直通）

法人税減免等の支援
施策に関すること

近畿経済産業局  地域経済部
 地域開発室 
TEL：06-6966-6012（直通）

基本計画に関すること

加古川市産業経済部産業振興課
TEL：079-427-9235（直通）

お問合せ先

①計画申請

②計画承認

②の計画承認を受ける日までに

工場等の工事着工（設備等の取

得）してしまうと、地域未来投

資促進法にかかる支援措置の対

象外となりますのでご注意くだ

さい。

地域経済牽引事業計画
手続きの流れ

【計画承認の要件】
□ 基本計画に掲げる業種（以下の業種）にかかる計画
    であること（対象業種）
・鉄鋼業
・はん用機械器具製造業
・電気機械器具製造業
・食料品製造業
・生産用機械器具製造業

□ 高い付加価値を創出する計画であること
付加価値増加分5,380万円超

□ 次のいずれかの経済的効果が見込まれる計画であること
・売上                        1％以上増加
・雇用者数                  1％以上増加
・雇用者給与等支給額    1％以上増加 

□ 地域への経済波及効果が見込まれる計画であること
（市域内事業者との取引拡大、市内在住者の雇用増加 等）

地域経済牽引事業計
画の承認申請書の
計画承認

注意事項

①確認申請

②確認

【税特例の確認要件】

□ 先進性を有すること

□ 総投資額が2,000万円以上であること

□ 前年度の減価償却費の10%を超える投資額であること

□ 対象事業の売上げ伸び率（％）≧過去5事業年度の対象事
業にかかる市場規模の伸び率（％）+5％ かつ 対象事業の
売上高伸び率（％）がゼロを上回ること

税特例の確認申請書
の確認

②の申請書の確認を受ける日ま

でに工場等の工事を開始（設備

等の取得）してしまうと、税の

特例適用の対象外となりますの

でご注意ください。

注意事項

※税の特例適用に当たっては、法人税法等関係法令・通達を確認し、事前に最寄りの税務署に確認して
ください。
※国の確認には一定のスケジュールがあります。詳しくは経済産業省HPをご確認ください。

※税の特例を活用する場合は、国の確認
   を受ける必要があります。

税の特例にかかる国の確認手順

   上記手続きの完了には、一定の期間が必要となります。制度活用をご検討の際には
お早めに下記の問合せ先にご相談ください。
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